
土器川における大規模水害対策
アクションプラン検討に向けて
（平成26年度の取り組み提案）

平成26年 2月24日

国土交通省 四国地方整備局 香川河川国道事務所
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第１回検討会での議事まとめ
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【論点１】 ＜情報＞：住民目線での災害情報のあり方
①事前情報・・・・・危険情報の普及促進

（ハザード、しきい値）

②緊急時情報・・・リアルタイム情報共有体制の整備
（光ファイバー網の活用と
エンドユーザーへのリアルタイム情報提供）

③避難情報・・・・・避難情報の共有化
（行政と住民の双方向情報の発信と共有化）

【論点２】 ＜連携＞：地域コミュニティの活性化と連携
①大規模水害情報の出し方のあり方

※情報共有ツール：住民が把握・理解しやすい普及策の検討

（必要情報を共有するシステム化と支援策）

②自治体取り組みの仕組み

※香川型ＤＣＰ検討手法をたたき台とした取り組み方策の検討

③予算制度の活用

※自助・共助に係わる防災事業支援メニューの実施計画の検討

資料－４



４．具体的に実施すべき対策（今後の方向性）
4.1 適時・的確な避難の実行による被害軽減

4.2 住民、企業等における大規模水害対応力の強化

4.3 公的機関等による応急対応力の強化と重要機能の確保

4.4 氾濫の抑制対策と土地利用誘導による被害軽減

4.5 その他の大規模水害特有の被害事象への対応

５．土器川における適応策の進め方
5.1 幅広い連携による適応策の推進

5.2 実践的な防災訓練の実施と防災計画への反映

5.3 今後に向けて 3

香川県地域防災計画
（一般対策編）

第１章 総則

第２章 災害予防計画

第３章 災害応急対策計画

第４章 災害復旧計画

＜とりまとめ書（案） 目次構成＞

１．基本的認識

２．土器川における大規模水害時の地域社会への影響
2.1 土器川の流域概要および気候変動傾向

2.2 土器川における氾濫特性

2.3 周辺地域社会への影響

2.4 広域社会への影響

３．土器川における適応策の基本方針
3.1 適応策の基本的な考え方

3.2 目標と戦略

大規模水害対策ワークショップ

（第１回～第３回）

土器川における大規模水災害に適応した対策検討とりまとめ書（案）

地域機能支障

地域機能継続

住民（自助）、地域（共助）、

行政等（公助）の立場を
明確にし、対策分野別に
今後の方向性を整理

＜３章＞ 土器川における大規模水害対策の目標と戦略
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【目標】 大規模水害を想定した社会問題への取り組み（ＤＣＰ）
①「犠牲者ゼロ」、「被害の最小化」を目指す。

（災害を完全に防御することは困難という考え方が前提）

②地域住民が自ら判断し助け合って、命の安全を確保するための避難を実行する。
（大規模水害を経験していない地域において、自助・共助の取り組みを追求）

③安全な避難や復旧・復興に対して実効性を確保する。
（被害の防止・軽減・早期回復のための施設整備を実施）

【戦略】 目標を達成するための方針
①防災情報の充実

1)地域間で共通化された大規模水害想定シナリオを作成

2)住民目線による危険情報共有ツールを整備

3)適切なタイミングにより危険情報取得環境を整備

②地域コミュニティの活性化と地域連携体制の強化
1)地域コミュニティ活動の活性化を図るために自治体機能を強化

2)危険情報と地域コミュニティ活動を有機的に連携させるために香川型ＤＣＰ手法を普及・促進

③安全な避難や復旧・復興に対して実効性を確保するための施設整備
1)急流河川のため、避難時間を確保できる施設整備を優先

2)浸水被害の早期回復に貢献する施設や防災拠点機能の継続性を確保

3)新規の施設整備にあたっては、安全な避難に対する実効性の確保や耐水化等による施設の
機能向上
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＜４章＞ 具体的に実施すべき対策（今後の方向性）

（１） 適時・的確な避難の実行による被
害軽減
①避難者等への対応

1)安全な避難、広域避難への対応
2)必要物資の準備・供給
3)避難者が必要とする情報の発信・取得

②災害時要援護者に対する支援

③救助・救命対策

（２） 住民、企業等における大規模水害
対応力の強化
①防災教育・防災訓練の充実

②総合的な防災力の向上

③ボランティアとの連携

④民間企業等の事業継続性の確保

（３） 公的機関等による応急対応力の強
化と重要機能の確保
①重要施設の耐水化

②防災情報対策

③広域連携・支援体制の確立

④医療対策

⑤緊急輸送のための交通の確保・緊急輸
送活動

⑥ライフライン・インフラの機能確保と早期
復旧

⑦国、地方公共団体の業務継続性の確保

（４） 氾濫の抑制対策と土地利用誘導に
よる被害軽減
①治水対策の確実な実施

②水防活動の的確な実施

③氾濫拡大の抑制と排水対策の強化

④減災に向けた土地利用・住まい方への
誘導

（５） その他の大規模水害特有の被害
事象への対応
①堤防決壊地点の緊急復旧対策

②保健衛生・防疫対策

③社会秩序の確保・安定

④文化施設の防災対策

⑤水害廃棄物の処理対策

アンダーラインは自助・共助
による対策が望まれるもの

情報

連携

BCP

連携

連携

情報

BCP

ハード対策

ハード対策
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＜５章＞ 土器川における適応策の進め方
（１） 幅広い連携による適応策の推進

①「香川地域継続検討協議会」において、
大規模水害対策の方向性を整理

②国と地方、官と民の責任と役割分担を
明確化

③国と地方公共団体との総合的な連携が
極めて重要

④適応策の実施にあたっては、国、地方
公共団体等が相互に支援、共同で取り
組む、 整合性を確保

（２） 実践的な防災訓練の実施と防災計
画への反映

①大規模水害発生時における広域避難誘
導等の応急対策の実施体制を確保

②国、地方公共団体、防災関係機関等は、
地域住民、事業者等と一体となって、効
果的な防災訓練（情報伝達訓練、避難
訓練）を実施

③訓練を通じて課題を把握し、「水防計画
書」、「地域防災計画」、「自主防災組織
活動マニュアル」等に反映、適宜見直し

（３） 今後に向けて

①大規模水害に対しては、大規模地震に
比べて、社会全体の防災意識が低く、
事前の備えや事後の対応力が不足して
おり、自助・共助・公助のすべての力を
結集し、「水災害に適応した強靱な社会
づくり」あるいは「水害に強いまちづくり」
を推進

②大規模水害に関する調査研究を推進

・降雨予測や河川水位予測の精度向上

・人間行動に関する調査研究

・社会科学分野での調査研究

・複合災害の被害想定や防災対策に関
する調査研究



とりまとめ書（素案）

大規模水害対策ワークショップ

「とりまとめ書（案）」作成の流れ
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第1回検討会
・目標と戦略の提示

周辺地域社会や広域社会への影響

地域住民の意見反映

第３回ＷＳ

アイデアの効果分析

第２回ＷＳ

地域の生き残りのアイデア
私たちの大規模水害対策

第2回検討会
・ 「とりまとめ書（案）」の提示

・参考資料

①土器川の氾濫特性 ②被害想定シナリオ

③大規模水害浸水想定図

④緊急活動と適応策の効果分析結果（例示）

⑤課題を有する施設一覧表（避難所、医療施設、
社会福祉施設、公共土木施設）

各市町との調整

香川地域継続検討協議会

「とりまとめ書（案）」の承認

第１回ＷＳ

情報共有ツール
「土器川大規模水害情報」

具体的に実施すべき対策目標と戦略

地域機能支障（困ること）
私たちの大規模
水害対策

＜枠組み２＞：「水害に強いまちづくり」のためのアクションプラン検討

①検討の場：「土器川における水害に強いまちづくり検討会」
（事務局：香川河川国道事務所）

②検討内容：（テーマ１）住民目線での災害情報のあり方
（テーマ２）地域コミュニティの活性化と連携

③検討方法：代表市町による「水害に強いまちづくり検討部会」を設置し、
モデル地区を対象としてアクションプランを検討

・部会長：代表市町から選任
・事務局：香川河川国道事務所

平成26年度の取り組み提案（枠組み）

8

＜枠組み１＞：大規模水害に対する地域継続計画の検討

①検討の場：「香川地域継続検討協議会」
（事務局：香川大学危機管理研究センター）

②検討内容：香川地域における地域継続計画（ＤＣＰ）の策定、
事業継続計画（ＢＣＰ）のＤＣＰ視点からの見直し、
大規模風水害等への対応 等

本年度検討会メンバー
で継続



香川地域継続検討協議会
（事務局：香川大学危機管理研究センター）

大規模水害対策に対する地域継続計画の検討
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＜目的＞
①香川地域における地域継続計画（ＤＣＰ）の策定

②各機関・組織における業務継続計画（ＢＣＰ）のＤＣＰ視点か
らの見直し

③ＢＣＰ策定が遅れている機関・組織におけるＢＣＰ策定支援
④四国地震防災基本戦略の推進
⑤大規模風水害等への対応

＜ハザード（被害想定）＞
・南海トラフ巨大地震
・大規模風水害

・「土器川における大規模水災害に適
応した対策検討とりまとめ書（案）」

・土器川（中讃地区）ケースタディから
見た香川型ＤＣＰ検討の提案

○○地区防災計画
（例えば、土器川の氾濫に伴う被災地域を対象とした中讃地区防災計画）

大規模水害への対応方針
・「土器川における大規模水害に適応した
対策検討会とりまとめ書（案）」

・香川型ＤＣＰ検討手法（危険情報と地域
コミュニティ活動の有機的な連携）

地域防災計画への大規模水害に関する事項の反映方法の検討
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防災関係機関の業務継続計画
（ＢＣＰ）の検討

各防災関係機関にてとりまとめ

香川地域における地域継続計画
（ＤＣＰ）の検討

香川地域継続検討協議会にてとりまとめ

○○市
地域防災計画

○○町
地域防災計画

○○市
地域防災計画

協議会において
大規模水害の
反映方法・内容
を検討

ＤＣＰの考え方を
計画に反映

ＤＣＰの
考え方
を計画
に反映

香川県地域防災計画の策定
各市町の地域防災
計画および地区防
災計画へ反映

注）大規模水害における
対象地域（単位）

：対象河川の氾濫に伴
う被災地域（浸水想定
区域）が一つの単位



「水害に強いまちづくり」のためのアクションプラン検討
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１．検討組織と役割

①水害に強いまちづくり検討会：取り組み方針の検討、情報の共有
・会長 ：香川大学危機管理研究センター長
・メンバー ：本年度の検討会メンバー
・事務局 ：香川河川国道事務所

②水害に強いまちづくり検討部会 ：アクションプランの検討と実施
・部会長 ：代表市町から選任
・メンバー ：部会長が選任（市町職員、サポート）
・事務局 ：香川河川国道事務所 災害情報普及支援室

２．検討内容

①検討テーマ ：（テーマ１）住民目線の災害情報のあり方

（テーマ２）地域コミュニティの活性化と連携

②検討成果 ：避難の実行および実効性確保のための具体的なアクション
プランとして「活動要領」を作成

「水害に強いまちづくり検討会・部会」運営イメージ
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１．検討会の進め方
◆開催数：全２回

・第１回検討会：全体実施方針の検討、検討部会に関する調整
1)取り組み（全体実施方針）に関する情報共有
2)人選：部会長、メンバー（参加部署、サポート）   代表市町が選任
3)モデル地区の選定   代表市町が選定
4)スケジュール、進め方の調整   事務局が案を提示

・第２回検討会：検討結果について情報共有、意見交換

1)協議会内容、検討部会の検討結果に関する情報共有

2）今後の進め方の調整

２．検討部会の進め方
◆開催数：全２回

・第１回検討部会：２テーマ６項目に関する情報共有（課題、方向性）

・第２回検討部会：２テーマ６項目のアクションプランとして
「モデル地区での活動要領（事務局案）」を提示

・市町に引き渡し、アクションプラン実行
・検討会にて支援



「水害に強いまちづくり検討部会」での検討内容（２テーマ６項目）
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【テーマ１】 ＜情報＞：住民目線での災害情報のあり方
項目 検討内容

①事前情報 危険情報の普及促進 ： ハザード、しきい値（避難の目安）

②緊急時情報 リアルタイム情報共有体制の整備 ： 光ファイバー網の活用と
エンドユーザーへのリアルタイム情報提供

③避難情報 避難情報の共有化 ： 行政と住民の双方向情報の発信と共有化
（戦略的な情報の伝達・活用）

項目 検討内容

①大規模水害情報
の出し方のあり方

情報共有ツール ： 住民が把握・理解しやすい普及策の検討
（必要情報を共有するシステム化と支援策）

②自治体取り組み
の仕組み

香川型ＤＣＰ検討手法をたたき台とした取り組み方策の検討
（地域コミュニティ間、自治体間の継続的な連携の仕組みづくり）

③予算制度の活用 自助・共助に係わる防災事業支援メニューの実施計画の検討

【テーマ２】 ＜連携＞：地域コミュニティの活性化と連携

【公助による避難実効性確保対策の事業メニュー検討】：事務局にて別途検討
・検討内容：適応策の効果分析検討、具体的な事業メニュー検討（堤防強化対策、排水施設の

機能維持対策等、各対策の概算事業費）、「災害に強いまちづくりマップ」検討

河川情報の収集・提供
（洪水予報や危険情報の伝達イメージ）
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高所監視カメラ（氾濫原）

テーマ１①



(2)河川水位情報の提供事例

(1)祓川橋（土器川河口から約13.1k付近）における危険水位の把握
右岸 左岸

計画高水位

祓川橋横断図（河口より13.1k付近）

NHK放映事例：桂川の河川水位状況
（平成25年台風18号）

国土交通省CCTV映像の放映事例

土器川のCCTV映像（例）
（平成16年台風23号）

祓川橋左岸

 土器川

祓川橋

丸亀危険水位4.6m

 土器川

祓川橋

土器川の
河川空間監視
カメラ（ＣＣＴＶ）

戦後最高水位
4.5m

（H16.10洪水）

祓川橋（河口より13.1k付近）に
設置している量水板

まんのう危険水位4.3m

丸亀橋左岸

 土器川

丸亀橋

土器川における危険な水位の情報

15

テーマ１①

光ファイバ－ 機 器 等

Ｔ Ｔ
Ｔ Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ｔ Ｔ

Ｔ

Ｔ
Ｔ Ｔ

Ｔ

☆

☆

水 遠
遠

遠

遠

Ｔ

Ｔ

Ｔ

整備済
（H25末）

ＣＣＴＶ

遠隔操作

浸水センサ

水位流量データ

ケーブル芯数

事務所等 ◎
市町村 ☆
放送局

堤防センサ

○○c×○

事業種別 種別 判例

その他

河川事業

Ｔ

遠

浸

水

放

Ｔ

遠

浸

水

☆

☆

☆

☆

土器川 Ｉ Ｔ（光ファイバー、ＣＣＴＶ等）整備状況図

16
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整備状況
H25.3現在



災害時情報収集・伝達のあり方検討会
（香川県 危機管理総局 危機管理課）

出典：「災害時情報収集・伝達のあり方に関する報告（案） 第５回検討会 H25.7.17」 17
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災害時情報収集・伝達のあり方検討会
（香川県 危機管理総局 危機管理課）

18出典：「災害時情報収集・伝達のあり方に関する報告（案） 第５回検討会 H25.7.17」
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災害時情報収集・伝達のあり方検討会
（香川県 危機管理総局 危機管理課）

19出典：「災害時情報収集・伝達のあり方に関する報告（案） 第５回検討会 H25.7.17」
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災害時情報収集・伝達のあり方検討会
（香川県 危機管理総局 危機管理課）

20出典：「災害時情報収集・伝達のあり方に関する報告（案） 第５回検討会 H25.7.17」
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災害時情報収集・伝達のあり方検討会
（香川県 危機管理総局 危機管理課）

21出典：「災害時情報収集・伝達のあり方に関する報告（案） 第５回検討会 H25.7.17」

テーマ１③

大規模水害浸水想定区域図（河川管理者との連携）

22
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地域インパクト分析（DIA）支援システムの開発・活用（香川大学との連携）

• システムの目的
– DCP策定者が地域情報を分析・共有し，DCPを策定するための

意思決定支援システム

– 地図上にてDCP策定のための地域情報を共有・分析・更新す
る

• 利用者
– 香川地域継続検討協議会など

– 本システムを用いながら議論をしDCPを策定する

– DCP策定ワーキングでの利用を予定

１ リスクの設定

２ 地域インパクト分析

2‐1
地域活動分析

2‐2
支障とボトルネックの把握

３ 重要業務の選定

４ 目標復旧時間の設定

５ 地域継続対策・DCM

地域継続計画策定手順

・
・
・

位置情報によりレイヤ間
の情報をリンク

・国土数値情報

・国土地理院基盤地図
情報

・総務省統計局各種統
計データ
・県被害想定情報

Google Maps または
Google Earthなど

地図・地理空間情報

参照

参照

道路，河川，施設などの
社会基盤層

地図・地理空間情報

人口，産業統計などの
社会活動層

地域インパクト分析支援システム

議論

DCP策定者

地域の防災情報の共有・分析・更新
GISの知識がなくても利用可能

DCPの策定

四国の防災対策，復旧・復
興推進拠点とする

香川県地域継続計画

他地域との繋がりの強さ
をリンクで表示

地域の重要度をノードで表示

仏生山町甲
地域重要度：24.78
人口：7874人
避難所数：4件
医療施設数：9件
・・・

システムの概要 23
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土器川（中讃地区）ケーススタディから見た香川型DCP検討手法

１．香川型ＤＣＰ検討の目的

危険情報と地域コミュニティ活動の有機的な連携

２．ワークショップでの検討手法（土器川ケーススタディ）

１）ワークショップ・メンバー

①テーブル参加者：地域住民

②テーブル進行者：防災士会（防災リーダーの役割）

③テーブル記録者：関係市町職員

２）検討手法

・情報共有ツール（地域共通情報と地域個別情報）を用いて、情報を共有
し、「私たちの大規模水害対策」を意見集約

＜①地域個別情報＞ ＜②地域共通情報＞

＜私たちの大規模水害対策＞

被害指標（浸水深により
“困ること”が変化）

緊急活動拠点（避難所を
含む）

防災関係機関の緊急活
動内容

災害へ
の備え

被災
直後

その後

自助

共助

公助

いつ

誰が

何をするか

通常の生活
に戻るまで

「自助」：自分自身がすること
（命を守る）

「共助」：地域がすること
（地域を守る）

「公助」：行政等に助けてほしい
こと（住民や地域を支援
する）

３．香川型ＤＣＰ検討の枠組み

大規模水害浸水想定図
（最大浸水深図、浸水深時系列変化図）

被害の状況は
時系列的に変化

４．目標と戦略

５．取り組みに向けての役割

６．ＤＣＰ策定に向けた検討
・ＰＤＣＡサイクルによるアクションプラン検討を実施

・ＤＣＰを上位の考え方としたＢＣＰ検討を実施

①「犠牲者ゼロ」、「被害の最小化」

②地域住民が自ら判断し助け合って、命の安全を確
保するための避難を実行

③安全な避難に対して実効性を確保

目
標

戦
略

①防災情報の充実

②地域コミュニティの活性化と地域連携体制の強化

地域コミュニティ 関係市町 施設管理者 協議会
（香川大学）

情報共有と
地域連携

各地域において情報共有の場
の設置（ワークショップの実施）

地域個別情報共
有ツールの作成

地域共通情報共
有ツールの作成

地域コミュニティ
の活性化

防災リーダーの育成（行政、防
災士会等による支援）

－ －

市町
市町

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域共通情報共有ツール

香川地域継続検討協議会（事務局：香川大学）

施設管理者

施設管理者

  ＤＣＰ検討のプラット
ホームとしての役割

地域個別
情報共有ツール

地域個別
情報共有ツール

防災の専門家
（香川大学、
防災士会等）

  地域コミュニティと
市町をつなぐ役割

24
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交付金制度（防災・安全交付金）の活用検討
１．防災・安全交付金の概要

25
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２．防災・安全交付金による集中的支援
【地域における総合的な生活空間の安全確保】

26

テーマ２③ 交付金制度（防災・安全交付金）の活用検討



２．防災・安全交付金による集中的支援
【地域における総合的な事前防災・減災対策】

27

テーマ２③ 交付金制度（防災・安全交付金）の活用検討

２．防災・安全交付金による集中的支援
【地域における総合的な事前防災・減災対策】

28
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２．防災・安全交付金による集中的支援
【地域における総合的な老朽化対策】

29
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３．防災・安全交付金で実施が想定される主な事業の例
①基幹事業

・河川事業：広域河川改修事業、流域治水対策河川事業、土地利用一体型水
防災事業、総合内水対策緊急事業、特定構造物改築事業 等

・下水道事業：浸水対策事業、老朽化対策事業、合流式下水道改善事業 等

②効果促進事業

・災害関連標識・案内板・誘導灯の設置、防災教育・水防訓練・防災訓練・避
難訓練の実施、ハザードマップ・防災マップ作成、ＢＣＰ策定、防災用資機材
の整備、移動通信設備等の整備 等

４．防災事業支援メニュー（社会資本整備総合交付金）
①都市再生整備計画事業：まちづくり活動推進事業、防災街区整備事業 等

②防災緑地緊急整備事業：備蓄倉庫、災害応急対策に必要な施設 等

③都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業： 災害応急対策施設 等

④都市防災総合推進事業：まちづくり活動支援、地区公共施設整備 等

⑤防災・省エネまちづくり緊急促進事業：防災街区整備事業 等

テーマ２③ 交付金制度（防災・安全交付金）の活用検討


